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研究テーマ（発表タイトル） 

日本の企業は従業員の人権を守れているのか～パワーハラスメントの是正を目指して〜 

※必ず＜企画シート作成上の注意＞を確認してから、ご記入をお願いいたします。 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

 2015年の電通新入社員過労自殺事件。同年の電子関連事業大手のイビデンが元社員に１億円の損害賠償。2016

年度の労働に関する人権侵犯事件数は 2000 件以上発生した。これらの事件から日本の企業は、従業員を大切に

した経営をできているのか疑問が残る。 

 また、近年日本の企業でも CSR が重視されるようになり積極的に取り組むようになっている。しかし、労働・

人権に関する問題提起は、グローバルレベルでのサプライチェーンの諸問題に関してなされている場合がほとん

どで、国内の職場における人権問題はほとんど議論されていない。日本の企業は海外にばかり目を向けるのでは

なく、まずは自分たちの足元を見つめ職場内の人権問題に取り組むべきなのではないか。 

 そして職場内の人権問題には、人種差別やセクシャルハラスメント、パワーハラスメント等がある。企業の相

談窓口では、パワーハラスメントの相談が最も多く、パワーハラスメントが近年深刻な問題になっていることが

わかった。また、職場内のパワーハラスメントが原因で死者が出た事件もある。我々もそれらを深刻な問題と捉

え、企業がどのようにパワーハラスメントの防止や解決に取り組んでいるのかを調べ始めた。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

 パワーハラスメントとは、「職場内での優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与



える又は職場環境を悪化させる行為」と定義づけられる。パワーハラスメントはただ単に悪い行為ではなく、場

合によっては法律で罰せられ、度合いによっては犯罪行為になりうる。 

 2017 年の厚生労働省「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」（以下厚労省調査）によると、約３人に

１人（32%）が過去３年間に職場で「パワーハラスメントを受けたことがある」と回答している。そのうち、40.9%

の労働者はパワーハラスメントを受けた後、相談や休職を「何もしなかった」と回答している。パワーハラスメ

ントを受けても、我慢をしている場合があると考えられる。 

 それではパワーハラスメントはどのような悪影響があるのか。2010年の法務省人権擁護局・全国人権擁護委員

会連合会が作成した５つの悪影響がある。１.人材の流出２.職場環境の悪化３.企業イメージの悪化４.作業効率

の悪化５.損害賠償による金銭的負担。そしてイギリスの研究では、職場内のいじめ１件が企業にもたらす金銭

コストについて約 28,109ポンド（約 504万円）と見積もられている。また、職場のいじめによる休職、退職、生

産性の低下がもたらすイギリス経済への損失は、年間 137.5ポンド（約 2.5兆円）と言われている。これを受け、

内藤（2015）は、「パワーハラスメントに対する対処は企業にとって今や喫緊の課題である」と述べている。各都

道府県の労働局に相談窓口が設置されている。しかし、規則の制約があるため労働局だけではパワーハラスメン

トの対応が難しく、各企業の取り組みが必要だ。 

 それでは、企業のパワーハラスメントへの取り組みはどのようになっているのか。厚労省調査（2017年）によ

ると、全体の 45.4%の企業がパワーハラスメントへの取り組みをしていると回答。しかし、従業員の調査による

と、勤務先が「積極的に取り組んでいる」が 5.6%、「取り組んでいる」が 20.1%、「ほとんど取り組んでいない」

が 21.5%となっている。これを受けて、企業のパワーハラスメントへの取り組みが従業員に行き届いているのだ

ろうか。 

 

３．研究テーマの課題 

 企業がパワーハラスメントの問題に取り組んでいる割合は、約半数（52.2％）。そして、従業員のアンケートで

は自社がパワーハラスメントに「積極的に取り組んでいる」または、「取り組んでいる」と回答したのはわずか、

25.7%である。仮に企業がパワーハラスメントの対策に励んだとしても、それは従業員に伝わっておらず、機能

していないのではないか。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

 より効果的なパワーハラスメントの対策をするために大きく２つを提案したい。１つ目がパワーハラスメント

に関連するテストを実施する。２つ目は、ハラスメントを適切に取り組んでいる企業を評価し認証する制度の作

成。研修会の参加とテストの合格率で認証をする。この２つは我々が考えたテストと認証制度である。 

 労働政策研究・研修機構が 2007 年に実施した企業内の苦情（パワーハラスメント以外も含む）に関するアン

ケート調査（従業員調査）で、相談窓口や苦情処理委員会のどちらも利用経験がない従業員に、利用したことが

ない理由を聞くと（複数回答）、不満がない（63.6％）を除くと、「制度や仕組みが公正に運用される保証がない」

が 41.4%と最も多く、他には「利用によって不利益な取り扱いを受ける恐れがある」（32.5%）や「制度や仕組み

の詳細がよくわからない」（34.7%）という結果になった。 

 これらの課題に対して、我々の提案の狙いとしては、「第三者の目により取り組みの効果を監督」と「テストの

実施により、パワーハラスメントに関する知識と共通認識を深める」ことで解決ができるのではないだろうか。 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

 企業や行政などの様々な組織パワーハラスメントへの取り組みを HP や年次報告書を用いて調査。先行研究と

しての文献調査を実施。 

６．結果や今後の取り組み 

 企業がテストや認証制度に取り組むことで、より効果的なパフォーマンスが期待できる。第三者の目が入るこ

とで、制度や仕組みが公正になり、従業員からの信頼を勝ち取れる。企業がパワーハラスメントに取り組んでい



ることを CSR活動として社内外にアピールすることもできる。また、パワーハラスメントが引き起こす企業の損

害を防ぐこともできる。(イギリスの研究によれば、社内のいじめ一件あたりにつき 504 万円かかる) 
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＜企画シート作成上の注意＞ 

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/chihou/kaiketu/index.html#9-2i


※本企画シートは審査の対象となり、予選会・本選の前に、実行委員会から審査員(ビジネスパーソン・大学教員)の方々に事前にお渡しいたします。 

※本企画シートは、「日本語」で書かれたものとし、1 チーム・1 点提出してください。また、インナー大会・東京経済大学大会終了後、プレゼン部門にご協力いただいている日経 BP

マーケティング社様に作製していただく大会結果 HP に本企画シートは掲載されます。 

※本企画シートの項目に沿って、ご記入をお願いいたします。各項目に文字数制限はありませんが、1~7 以外の項目を追加することは「不可」とさせていただきます。 

※本企画シートは、インナー大会プレゼン部門実行委員会への連絡事項と企画シート作成上の注意を含め、4 ページ以内に収めてください。実行委員会から審査員に渡す際は、

A4 サイズでプリントし、4 ページ目までをお渡しします。 

※大会参加申込み時点から、チーム編成の変更(チームの人数・交代など)は、｢不可｣とさせていただきます。ただし、チームメンバーの留学等やむを得ない事情でチーム編成に変更

が生じる場合は、実行委員会(プレゼン局)にご連絡ください。実行委員会側で協議のうえ、ご返答いたします。なお、参加申込書提出時からのチーム名変更は「不可」とさせていた

だきます。 

※企画内容は、未発表の（過去に他誌・HP などに発表されていない）ものに限ります。ただし、学校内での発表作品は未発表扱いとなります。 

※商品写真、人物写真、音楽などを掲載・利用する場合、必ず著作権、版権の使用許諾を得てください。日本学生経済ゼミナール関東部会・日経 BP 社・日経 BP マーケティン

グ社は一切の責任を負いません。 

※書籍や新聞等の文献から引用した場合は、出典先（使用した文献のタイトル・著者名・発行所名・発行年月など）を明記してください。統計・図表・文書等を引用した場合も

同様に明記してください。また、Web サイト上の資料を利用した場合は、URL とアクセスした日付を明記してください。 

※電話番号や住所などの個人情報は記載しないでください。 

※パワーポイント内で動画を使用する場合は、必ず｢有｣とご記入ください。動画を使用する際の注意事項は参加要項に記載しております。 

※プレゼンツールを使用する場合は、必ず企画シートにご記入ください。企画シートにてご記入が無い場合、発表当日のご使用を「不可」とさせていただきます。あらかじめご了承くだ

さい。 
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